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2020年 1月 24日 

 

 

 

本調査は、県内企業経営者に対し四半期ごとに行なっている「四半期別業況アンケート調査」の付帯調査とし

て実施したものです。調査実施内容については次頁をご覧下さい。 

この度の 2019年 10月の台風 19号により被害に遭われた方々には心よりお見舞い申し上げます。 

 

 

 調査結果のポイント 

１．台風 19号による自社への影響について 

 今回の台風 19 号に伴う県内企業への影響について尋ねると、「大きな被害があった」は全産業の

11.5％、「やや被害があった」が 32.0％、「被害はなかった」は 56.5％となった（図表１）。 

 

２．自社の具体的な被害内容について 

 具体的な被害内容は、「従業員宅への被害」、「建物の損害」、「仕入先からの供給停止」が多くなって

いる（図表２）。 

 

３．被害からの回復状況と本格的な回復までの予想期間について 

 被害にあった企業の事業の回復状況は、「すでに回復済み」が 32.6％、「ほぼ回復済み」は 38.4％（図

表３）。一方、被害のあった企業のうち、３割近い企業が回復に至っていない。 

 回復に至っていない企業の「本格的な回復までに予想される期間」は、製造業では「２～３カ月以

内」という回答が 47.1％と最も多く、非製造業は、「１年以内」が 34.8％と最も多くなった（図表

４）。 

 

４．自然災害等に対する事業継続への対応について 

 自社の自然災害に対する事業継続への対応力については、対応できる企業はおよそ４割となってお

り、６割の企業が不安を抱えている（図表５）。 

 自社の事業継続計画（ＢＣＰ）の作成状況については、半数の企業が作成していないことが分かっ

た（図表６）。 
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【 調 査 の 概 要 】 

 

 

実施時期  ： 2019年 12月中旬～2020年 1月中旬 

 

実施方法  ： 業況アンケート調査（2019年 10～12月期）の付帯調査 

として実施（郵送方式） 

 

      対象企業  ： 県内企業 666社 

 

      回答企業数  ： 322 社 （ 回答率 48.3％ ） 

               うち製造業 157社、非製造業 165社 

    

       ※ グラフ等の回答割合については四捨五入して表記したため、合計が 100 に 

ならないことがある。また、 無回答がある場合は、各グラフの作成から除 

いている 
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１．台風 19号による自社への影響について 

 

 今回の台風 19 号に伴う県内企業への影響について尋ねると、「大きな被害があった」という回答は

全産業の 11.5％、「やや被害があった」は 32.0％、「被害はなかった」は 56.5％となった（図表１）。 

 産業別にみると、製造業は「大きな被害があった」という回答が 6.4％、「やや被害があった」が 30.6％

となり、約４割の企業に被害が生じた。非製造業は「大きな被害があった」が 16.4％、「やや被害が

あった」が 33.3％となり、半数の企業に被害が生じた。 

 

 
 

図表１ 台風 19号による自社への影響について 
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２．自社の具体的な被害内容について 

 

 自社への影響で「大きな被害があった」、「やや被害があった」と回答した企業について、具体的な

被害内容について尋ねると、「従業員宅への被害」という回答が 48.6％と最も多く、次いで「建物の

損害」が 22.1％、「仕入先からの供給停止」が 21.4％などとなった（図表２）。 

 産業別でも、製造業、非製造業ともに「従業員宅への被害」が最も多くなっている。次いで製造業

は、「仕入先からの供給停止」（36.2％）、「その他」（24.1％）、「建物の損害」（20.7％）、非製造業は、

「その他」（30.5％）、「機械設備の損害」（25.6％）などとなっている。 

 

 

図表２ 具体的な被害内容について 
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３．被害からの回復状況と本格的な回復までの予想期間について 

 

 被害にあった企業に対して事業の回復状況について尋ねると、「すでに回復済み」と回答した企業は

32.6％、「ほぼ回復済み」は 38.4％となった（図表３）。一方、「一部の回復にとどまる」という回答

は 26.1％、「回復の見通しがたたない」は 2.9％となっており、被害のあった企業のうち、３割近い

企業が回復に至っていない。 

 産業別にみると、製造業では「すでに回復済み」と回答した企業は 35.1％、「ほぼ回復済み」も 35.1％

となった。「一部の回復にとどまる」という回答は 28.1％、「回復の見通しがたたない」は 1.8％と

なった。非製造業では「一部の回復にとどまる」という回答は 24.7％、「回復の見通しがたたない」

は 3.7％となっており、産業別でも約３割の企業に回復の遅れがみられる。 

 また、「一部の回復にとどまる」、「回復の見通しが立たない」と回答した企業に、「本格的な回復ま

でに予想される期間」を尋ねると、製造業では「２～３カ月以内」が 47.1％と最も多く、非製造業

は、「１年以内」が 34.8％と最も多くなった（図表４）。 
 
 

図表３ 被害からの回復状況について 
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図表４ 本格的な回復までに予想される期間について 
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４．自然災害等に対する事業継続への対応について 

 （１）自然災害等に対する事業継続への対応力 

 自社の自然災害等に対する事業継続への対応力について尋ねると、「十分な対応ができる」と回答し

た企業割合は 5.4％、「ある程度対応ができる」は 33.0％と、対応できる企業はおよそ４割となって

おり、６割の企業が不安を抱えている状況にある（図表５）。 

 産業別にみると、「十分な対応ができる」は製造業が 5.3％、非製造業が 5.6％、「ある程度対応がで

きる」は製造業が 29.8％、非製造業は 36.0％となっている。 

 

 

 

図表５ 自社の現状における事業継続への対応力について 
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（２）自社の事業継続計画（ＢＣＰ）の作成状況について 

 

 自社の事業継続計画（ＢＣＰ）の作成状況について尋ねると、「すでに作成済み」という回答割合は、

全産業で 30.0％、「今後作成予定」は 16.3％となり、「検討中」「作成予定はない」を合わせ、ほぼ

半数の企業がＢＣＰを作成していないという結果となった（図表６）。 

 産業別にみると、「すでに作成済み」という回答割合は、製造業で 37.5％、非製造業が 23.0％と製

造業の方が作成している企業が多くなった。また、「作成予定はない」という回答は、製造業が 11.2％

の一方、非製造業は 21.1％となった。 

 

 

 

図表６ 事業継続計画（ＢＣＰ）の作成状況について 
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